
里海づくりの相談窓口設置・運営要綱 

ＥＭＥＣＳ要綱第４４号 

施行令和８年９月１日 

（目的） 

第１条 この要綱は、「令和８年度里海づくりを通じた藻場干潟の保全と利活用の基盤構

築支援業務」の一環として、公益財団法人国際エメックスセンター（以下「センタ

ー」という。）が、全国各地において里海づくりの取組を実施又は検討している地域の

団体、主体等からの相談等に応じる窓口を設置し、業務を円滑かつ効果的に実施する

ことを目的とする。 

（相談窓口の設置） 

第２条 里海づくりに関する相談等に対応するため、センターに「里海づくり相談窓口」

（以下「相談窓口」という。）を設置する。 

（相談窓口の設置期間） 

第３条 相談窓口の設置期間は、令和８年９月１日から令和９年２月 24日までとする。 

（業務） 

第４条 相談窓口は、次の業務を行う。 

（１）水辺の環境活動プラットフォームや電子メール等を通じた、里海づくりに関する相

談等の受付

（２）相談等に係る背景情報や課題等の事前精査及び把握

（３）相談等の内容に応じた必要な助言等が可能な有識者の選定

（４）有識者によるオンラインや実地派遣等による指導・助言等の実施

（５）その他、里海づくりの推進に必要な資料や情報の提供

（相談等の対象団体等） 

第５条 相談等の対象団体等は、次に掲げる団体、主体等とする。 

（１）「令和８年度里海づくりを通じた藻場干潟の保全と利活用の基盤構築支援業務」に

おいて環境省が選定した実施団体 

（２）全国各地において里海づくりの取組を実施または実施を検討している地域の団体、

主体等

（３）その他センターが適当と認める団体、主体等

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合は、相談等の対象団体

等の対象外とする。 

（１）営利のみを目的とするもの

（２）政治活動または宗教活動を目的とするもの

（３）暴力団員による不当な行為の防止等法律に定める暴力団、暴力団員、その他反社会

的勢力（それらの関係者を含む）からの申し込みであるもの

（４）その他、本事業の趣旨または目的に明らかにそぐわないと事務局が判断するもの

（相談等の内容） 

第６条 相談等の内容は、次に掲げる事項とする。 

（１）藻場・干潟の保全、再生、創出に関すること

（２）観光、教育等での利活用に関すること

（３）体制づくり、資金計画に関すること

（４）前各号に掲げるもののほか、里海づくりの推進に関し必要な事項



 

（相談等方法） 

第７条 里海づくりに関する相談等をしようとする者は、センターウェブサイトの「里海

づくり相談窓口」に掲載するＷｅｂフォーム又は電子メールにより、里海づくり相談等

申込書（様式１）に必要事項を入力又は記載のうえ、相談等の内容に応じて次の書類を

添えて申し込むものとする。 

 イ 活動の対象海域・場所 

 ロ 活動の概要・実績 

 ハ 現在の状況・課題 

 ニ 相談・指導の具体的な内容 

 ホ イからニまでに掲げるもののほか、センターが必要と認める書類 

２ 前項の申し込みにより取得した個人情報（氏名、連絡先等）は、本事業の運営、相談

対応、および有識者の派遣に関する業務範囲内でのみ利用し、適切に管理する。 

 

（有識者の派遣等） 

第８条 相談窓口は、里海づくり相談等申込書を受理したときは、背景情報や課題等を事

前に精査、把握した上で、里海づくりを実施するために有識者の助言等を必要とする場

合は、事業推進委員会において有識者を選定し、オンラインまたは実地への派遣等（以

下「派遣等」という。）による指導・助言を行う。 

２ 派遣等の実施は、オンラインまたは実地を問わず、原則として 1回につき有識者１

名、２時間以内とし、回数は一の相談団体又は主体等につき同一会計年度内において 1

回までとする。ただし、センターが特に必要と認める場合は、この限りでない。 

３ 相談窓口は、派遣等の実施に際し、有識者に対し謝金（1人 1回当たり 18,000円）を

支給する。また、実地への派遣に伴い旅費が発生する場合は、センター旅費規程に基づ

きこれを支給する。 

４ 前項の規定にかかわらず、相談対応に急を要する場合または相談等申込書の受理が事

業推進委員会の開催時期と合わない場合は、臨時の事業推進委員会の開催または電子メ

ール等による書面審議（以下「メール会議等」という。）により有識者を選定すること

ができる。さらに、軽微な事案等であると相談窓口が判断するときは、事務局の判断に

より有識者を選定し、事後に事業推進委員会へ報告することができる。 

 

（有識者の職務） 

第９条 有識者は、第７条の規定に基づき決定された派遣等において、里海づくり相談等

申込書の内容に係る指導・助言を行うものとする。 

 

（相談内容の変更等） 

第 10条 相談者は、里海づくり相談等申込書の内容を変更し、又は相談を中止しようと

するときは、あらかじめその旨を相談窓口に連絡し、その確認を受けなければならな

い。 

 

 

 



 

（相談記録および事後フォロー） 

第 11条 相談窓口は、相談受付日、相談内容、対応状況および結果について記録し、適切

に管理するものとする。 

２ 相談窓口は、有識者の派遣等による指導・助言が終了したときは、速やかに次の各号

に掲げるフォローおよびヒアリングを実施するものとする。 

（１）相談者に対する指導・助言後の状況、課題解決の進捗等に関するヒアリングおよび

今後の活動に向けたフォローアップの実施 

（２）対応した有識者に対する今後の留意点等に関するヒアリングおよび必要なフォロー

アップの実施 

３ 相談窓口は、前項のヒアリング等の結果を取りまとめ、実施報告書（様式２）を作成

しなければならない。 

 

（守秘義務） 

第 12条 相談窓口及び有識者は、相談等により知り得た秘密を漏らしてはならない。そ

の職を退いた後も同様とする。 

 

（個人情報の取扱い） 

第 13条 個人情報は、関係法令等に基づき適正に管理し、本事業以外の目的には使用し

ないものとする。 

 

（その他） 

第 14条 この要綱に定めるもののほか、相談窓口の運営及び有識者の派遣等に関し必要

な事項は、センターが別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和８年９月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



里海づくり相談等申込書           （様式１） 
項目 記入・選択欄 

申込日付 令和   年  月  日 
氏名／団体名（フリガナ） 
 

（法人・団体の場合は、団体名および代表者名） 

種別（右側に☑） ▢ 個人 ▢ 市民団体/NPO ▢ 漁業関係団体 ▢ 企業 ▢ 行政  
▢ その他（                   ） 

住所/所在地 
 
担当者名（フリガナ）※ 
連絡先 TEL、E-mail： 

〒 
 
（※法人・団体の場合のみ記入） 

活動の対象海域・場所 
 
 

海域・水域名（例：〇〇湾、〇〇海岸）および具体的な位置をご記入ください。 
※対象場所がわかる位置図・地図等を別途添付してください。 

 
 
 

活動の概要・実績 これまでの活動実績、または今後の活動計画の概要をご記入ください。 
※団体の定款やパンフレット等がある場合は添付してください。 
 
 
 
 
 

現在の状況と抱えている
課題 

対象海域の現状（例：藻場の減少、漂着ゴミ、担い手不足など）と、今直面してい
る課題をご記入ください。 
 
 
 
 
 

相談・指導を希望する 
内容 

【希望分野】 （該当するものすべてに☑） 
▢ 藻場・干潟等の保全・再生・創出  ▢ 体制づくり・資金計画 
▢ 観光・教育での利活用  ▢ その他（          ） 
 
【具体的な相談内容】 
※専門家に特に相談したいこと、アドバイスを受けたい内容を詳しくご記入ください。 

 
 
 
 

希望する相談方法 希望する相談方法 （該当するものに☑） 
 ▢ 現地指導 
 ▢ オンライン 

※オンライン希望時は十分な通信環境があり、指定ツールの利用が可能であること
をご確認の上、使用可能ツールをお選びください。（該当するものすべてに☑）。」 

     （利用可能ツール： ▢ Zoom ▢Webex ▢ その他［          ］） 
 
 ▢ その他（                                          ） 

実施希望日時 
※事務局調整用 

有識者との日程調整のため、希望する時期や候補日時をご記入ください。 
 
【希望時期】 令和 年 月頃（または、できるだけ早く、など） 
 
【候補日時】・第 1 希望：  月  日（  ）  ： ～  ：  

・第 2 希望：  月  日（  ）  ： ～  ：  
・第 3 希望：  月  日（  ）  ： ～  ：  

その他・個人情報への同
意 
 

特記事項や、事前に伝えておきたい連絡事項等があればご記入ください。 
 
 
 
【個人情報の取り扱いへの同意】 
▢ 当センターの「個人情報保護方針（プライバシーポリシー）」に同意して申し込

みます。 
※☑チェックがない場合、本申し込みの受付および相談対応ができませんので
ご了承ください。 



               有識者派遣等実施報告書          （様式２） 

項目 記入・選択欄 

相談申込日付 令和   年  月  日 

氏名／団体名（フリガナ） 

 

（法人・団体の場合は、団体名および代表者名） 

住所/所在地 
 
担当者名（フリガナ）※ 
連絡先 TEL、E-mail： 

〒 
 
（※法人・団体の場合のみ記入） 

有識者派遣等実施日時： 令和８年  月  日（   ）  ：   〜   ：  （計 時間） 

有識者氏名 

 

・ 

・ 

実施方法：（該当する方に☑） 

 

▢ 現地派遣（実施場所：                             ）  

▢ オンライン（▢ Zoom ▢Webex ▢ その他［            ］） 

参加者（人数）  

 

申請者側参加者 （  名） 

・ 

・ 

・ 

その他参加者（  名） 

・ 

・ 

・ 
事務局参加者  
・ 
・ 
 

相談・指導の主なテーマ 

 

 

（例：アマモ場の再生について、モニタリングの手法について等、簡潔に記載） 

 

 

 

 

有識者から受けた具体的な

助言・指導の内容 

 

 

 

（有識者から得られた知見、アドバイス、指摘された課題などを詳しく記載） 

 

 

 

 

 

 

 

 

指導・助言をふまえた今後の

活動方針 

 

 

 

（指導・助言を今後の活動計画にどのように反映させるかを記載） 

 

 

 

 

 

その他  

報告者（事務局対応者）  

 

 


